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休業
①　会社側の都合による休業

原材料の高騰などによる工場の操業停止のための休業、大規模な震災など。
労働基準法：平均賃金の100分の60以上の休業手当の支払いを義務。会社側の都合での休業の場合には、労働者が業務に従事しなくても、会社は労働者の生活を保障するために休業手当の支払い義務を負います。

②　労働者側の都合による休業

労働者が自分の必要に応じて請求する。

労基法：産前・産後の３ヶ月休業（同法第６５条）

育児・介護休業法：１才までの育児・介護休業（同法第５条、第１１条）

会社は賃金支払い義務無し。給付金申請。

休職
就業規則：　事由、休職期間、復職規程を定めておく
事由　
本人の申し出と会社の承認：　１）傷病のため長期療養が必要になった場合の傷病休暇、（2）海外留学など会社が認めた場合の私的事由による休職、（3）事件等により起訴

 HYPERLINK "http://www.soumunomori.com/search/?xeq=%E5%8B%BE%E7%95%99" 勾留され就業できなくなった場合の起訴

 HYPERLINK "http://www.soumunomori.com/search/?xeq=%E4%BC%91%E8%81%B7" 休職、
会社命令：　（4）会社の指示により他社へ出向する場合の出向

 HYPERLINK "http://www.soumunomori.com/search/?xeq=%E4%BC%91%E8%81%B7" 休職
休職の場合、会社が労働者に対して休職の命令を出すか、労働者からの休職の申し出を承認することが必要です。命令も承認もない状態では休職として扱えません。
なお就業規則等に「休職期間満了までの間に復職できない場合は、期間満了をもって自動的に退職扱いとする」等の自動退職規定がある場合には、定められた期間中に休職の事由が消滅せず復職できなければ、その日をもって休職期間満了となり退職することになります。
休職している間は、仕事をしないこと自体が会社側の責任ではないので、賃金は支払われません。これが、休業との大きな違いです。

休業もしくは休職期間中、賃金の発生の有無に関わらず社会保険料はかかります（育児休業期間中と産前産後の休業期間中は除く）。保険料の徴収をすること。
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